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令和７年度　人事行政の運営等の状況の公表について  

 

第１編　各任命権者からの報告 

 

１　職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用の状況 

職員の採用はしていません。職員は全て越生町からの派遣職員です。 

 

（２）暫定再任用職員及び定年前再任用短時間勤務職員の採用状況について 

いずれも令和５年度からの定年年齢の段階的な引上げに伴い、導入され

た制度（旧再任用制度は廃止）に基づき採用される職員でありますが、広

域静苑組合では該当ありません。 

 

（３）任期付職員の採用状況 

任期付職員とは、「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律」に基づき採用される職員で、フルタイム勤務職員と短時間勤務職員

でありますが、該当ありません。 

 

（４）第２号会計年度任用職員の採用状況 

第２号会計年度任用職員とは、常勤職員の勤務時間と同様の時間で勤務

する職員でありますが、広域静苑組合にはおりません。 

 

（５）職位別任用状況 

令和７年４月１日現在、課長級（６級）１人、課長補佐級（５級）１人、

主任級（２級）１人です。 

 

（６）職員の退職・再就職の状況 

職員の退職について該当ありません。 

再就職者とは、退職後に当組合、外郭団体、出資法人などに再就職した

者であります（（２）の再任用職員を除く。）が、該当ありません。 

 

（７）部門別職員数の状況と主な増減理由 

（各年４月１日現在） 

 

（８）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

該当ありません。 

 

 

 

 区　分 

部　門

職　員　数 対前年 

増減数
主な増減理由  令和６年 令和７年

 一般行政部門 ３ ３ ０
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２　職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

※　人件費には、職員給の他、議員報酬、委員等報酬、共済組合負担金等が含

まれています。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

（注）１　職員手当には、児童手当及び退職手当は含まれていません。 

２　職員数は令和６年４月１日現在の人数です 

 

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 

（令和７年４月１日現在） 

※　平均給与月額は、給料、扶養手当及び住居手当の平均額です。 

※　越生町は令和６年４月１日現在です。 

 

（４）職員の初任給の状況 

（令和７年４月１日現在） 

※　技能労務職の職員はおりませんので記載していません。 

 

（５）昇給期間短縮の状況 

普通昇給期間（１２月）を短縮して昇給した職員はおりませんでした。 

 

 

 

 
区　分

住民基本台帳人口 

（年度末）

歳 出 額 

Ａ

人 件 費 

Ｂ

人件費率 

（Ｂ／Ａ）

（参考） 

５年度の人件費率

 ６年度 

５市町

R7.3.31現在 

224,340 人

千円 

238，718 

千円 

29,952 

％ 

12.6 

％ 

13.2 

 
区分

職員数 

Ａ

給　　　　　与　　　　　費 １人当たり給与費 

（Ｂ／Ａ） 給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ
 

６年度
人 
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千円 

12,821 

千円 

1,582 

千円 

4,868 

千円 

19,271 

千円 

6,424 

 
区　分

一　般　行　政　職 全　　職　　種
 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
 広　　域 

静苑組合

円 

357,567 

円 

387,067 

歳 

48.3 

円 

357,567 

円 

387,067 

歳 

48.3 
 越 生 町 

※

円  

302,645 

円  

317,576 

歳  

42.4 

円 

304,082 

円 

318,086 

歳  

42.8 

 

区　分

越　　生　　町 国
 

初任給
採用２年経過日 

給料額
初任給

 
一般行政職

大学卒 225,600 円 234,400 円 220,000 円
 高校卒 194,500 円 207,400 円 188,000 円
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（６）職員手当の状況 

期末手当・勤勉手当は、越生町職員の期末手当及び勤勉手当に関する規

則を準用しています。 

退職手当は、埼玉県市町村総合事務組合市町村職員退職手当条例を準用

しています。 

 

（令和７年４月１日現在） 

 

  

 

管理職手当

支給対象職員数 支　　給　　額 １人当たり支給月額
 

２人
課長(局長)   50,000 円

40,000 円  課長補佐     30,000 円

 

時 間 外 

勤務手当

５年度
支　　給　　総　　額 47,403 円

 職員１人当たり支給年額 47,403 円
 

６年度
支　　給　　総　　額 58,266 円

 職員１人当たり支給年額 58,266 円

 区分 内　　容 国の制度との異同 国の制度と異なる内容
 

扶
養
手
当

配偶者 

→3,000 円 

子 

→11,500 円 

父母等 

→6,500 円 

特定期間にある扶養親族として

の子については、１人につき 

5,000 円を加算

同

 
住
居
手
当

借家等居住者 

→家賃に応じて支給 

（最高限度 28,000 円） 

持ち家居住者 

→4,500 円

異 持ち家居住者に 

4,500 円を支給

 
通
勤
手
当

交通機関（電車等）利用者 

→運賃相当額（原則として６か

月分を年２回支給） 

交通用具（自動車等）利用者 

→距離に応じた額（２キロ以上）

同

 
地
域
手
当

支給率 

→２％

同
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（７）特別職の報酬等の状況 

（令和７年４月１日現在） 

 

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間の概要 

勤務条件の特殊性その他の理由により、勤務時間は、４週間を平均して

１週間について３８時間４５分とし、その割振は、午前８時３０分から午

後５時１５分までとしております。週休日は、４週間に８日として業務の

実情に応じ定めています。 

 

（２）休暇制度の概要・種類等 

職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇・組合

休暇があり、それぞれの概要は以下のとおりです。 

年次有給休暇：労働基準法第３９条の諸規定に従って与えられる有給に

よる休暇であり、１年につき最高２０日間付与され、前

年度からの繰越分を含めると最高４０日間となります。 

病  気  休  暇：勤労意欲があっても負傷又は疾病のために勤務すること 

ができない職員に対し、医師の証明等に基づき必要な期 

間その治療に専念させる目的で設けられた有給の休暇で 

す。 

特 別 休 暇：特別の事由により、職員が勤務しないことが相当である 

場合に認められる有給の休暇です。 

介 護 休 暇：配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で、負傷、 

疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営む 

のに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが 

相当であると認められる場合における無給の休暇です。 

組 合 休 暇：労働組合の業務又は活動に従事するために認められる無 

給の休暇です。 

 

（３）年次有給休暇の取得状況  

令和６年１月１日から令和６年１２月３１日までの年次有給休暇の平均

取得日数は５．０日となっています。 

 区　　　分 月　　　額
 

報　

酬

管　理　者 

副　管　理　者 

議　　　長 

副　議　長 

議　　　員

２５，０００ 円 

１９，５００ 円 

２０，５００ 円 

１９，５００ 円 

１８，５００ 円

 
期
末
手
当

管  理  者 

副　管　理　者 

  議　　　長 

副　議　長 

  議　　　員

令和７年度支給割合 

６月期　月額×１．１５×２．３０月分 

１２月期　月額×１．１５×２．３０月分 

計　　月額×１．１５×４．６０月分
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（４）育児休業等の取得状況 

該当ありません。 

 

（５）時間外勤務の状況 

令和６年度における、時間外勤務の総時間は職員１名で、２６．３時間

となっており、一月当たり職員１名で２時間１１分間の時間外勤務をしま

した。 

 

４　職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分の状況 

分限処分を受けた職員はおりませんでした。 

 

（２）懲戒処分の状況 

懲戒処分を受けた職員はおりませんでした。 

 

５　職員の服務の状況 

（１）職員の守るべき義務の概要 

地方公務員法第３０条は、服務の根本基準として「すべて職員は、全体

の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たって

は、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。 

この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、地方公務員法は、職員に

対して、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条）、信用

失墜行為の禁止（法第３３条）、秘密を守る義務（法第３４条）、職務に

専念する義務（法第３５条）、政治的行為の制限（法第３６条）、争議行

為等の禁止（法第３７条）、営利企業等の従事制限（法第３８条）など、

服務上の制約を課しています。 

 

（２）職務専念義務免除の状況 

職務専念義務免除申請及び承認された職員はおりませんでした。 

 

（３）営利企業等従事の許可状況 

営利企業等従事申請及び承認された職員はおりませんでした。 

 

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）研修の概要 

越生町及び彩の国さいたま人づくり広域連合等が主催する研修に受講し

ています。 

 

（２）職員の人事評価の状況 

職員が職務を遂行する過程で発揮した知識、技能、執務姿勢及びその行

動事実を客観的に評価する「能力評価」と職員があらかじめ設定した業務

目標の達成度により、その業務上の業績を客観的に評価する「業績評価」

を実施しています。 
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）福利厚生制度の概要 

職員の共済制度は、地方公務員法第４３条に基づいて定められた地方公

務員等共済組合法によって具体的に定められています。共済制度を運用し、

実施する主体は、埼玉県市町村職員共済組合です。 

共済組合では、組合員である職員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡

等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職員の退職・障害・死亡

に対して年金又は一時金の給付を行う「長期給付事業」、健康の保持増進

事業や住宅資金の貸付けなどの「福祉事業」の大きく分けて３つの事業を

行っています。 

 

（２）福利厚生制度に係る静苑組合の負担状況 

共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者で

ある静苑組合の負担金によって賄われています。静苑組合の負担金率は法

定されており、令和６年度は、３，９０２千円の負担金を支出しました。 

 

（３）公務災害の発生状況 

公務災害または通勤災害と認定された職員はおりませんでした。


